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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨
高齢者が,自らの日常生活能力 (ADL)を活かし居住のノーマライゼーションを実現するには,介護
サービスとともに住空間からの対応が必要となる｡本論文は,この課題に取組み,住生活の視点から住宅
計画の方向について包括的に考察している｡ 得られた成果は以下の通りである｡
1.身体機能の低下や介助ニーズの増大に対応できる住宅計画のあり方を,新築段階の基本設計から,居
住プロセスの諸段階における既存住宅の改善設計まで,包括的な支援プログラムとして構想したこと｡
2.シルバーハウジングの分析から,加齢とともに起居の行動範囲が縮小することによる居室のベッドル
ーム化を避けるためには,居室 ･寝室連続型平面の方が分離型平面よりも,すぐれていることを実証した
こと｡
3.多世代家族の住宅設計の初期段階から,高齢者の起居テリトリーとして寝室と便所 ･浴室を連接させ,
かつ外出 ･帰宅を容易にする出入口を近接させる ｢高齢者居住基本ユニット｣を確保することが効果的と
いう平面計画上の原則を導いたこと｡
4.個々の高齢者とその家族および既存住宅の状況に即する住宅改善をいっそう普及させるために,建築
･医療 ･福祉の専門家チームおよび行政関係部門の連携による技術指導,資金の助成融資およ研膏報提供
システムの改革点を明確にしたこと｡ とくに,専門家人材の偏在からして,市町村が連携する広域的支援
システムが有効であることを示唆したこと｡
以上,本論文は,高齢化社会を支える住空間の計画プログラムについて考案したものであって,学術上,
実践上寄与するところが少なくない｡
よって,本論文は,博士 (工学)の学位論文として価値あるものと認める｡また平成8年12月19日,論
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文内容とそれに関連した事項について試問を行った結果,合格と認めた｡
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